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【大学等における情報システム整備・事務改善のｺﾝｻﾙﾃｨﾝｸﾞ】

株式会社日本総合研究所
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大学経営を取り巻くマクロ環境

� 現状の大学を取り巻くマクロの経営環境について日本総研では以下のような構造と認識しています。

少子化少子化少子化少子化
大学大学大学大学志願者志願者志願者志願者
＜＜＜＜大学大学大学大学定員定員定員定員

競争激化競争激化競争激化競争激化

役割変化役割変化役割変化役割変化

志願者変化志願者変化志願者変化志願者変化

経営面経営面経営面経営面のののの効率化効率化効率化効率化

教育面教育面教育面教育面のののの差別化差別化差別化差別化

国立大学国立大学国立大学国立大学のののの法人化法人化法人化法人化

再編統合再編統合再編統合再編統合

海外海外海外海外大学大学大学大学・・・・専門学専門学専門学専門学
校等校等校等校等とのとのとのとの競争競争競争競争

外部監査外部監査外部監査外部監査・・・・第三者第三者第三者第三者

評価評価評価評価のののの圧力圧力圧力圧力

情報公開情報公開情報公開情報公開・・・・説明責説明責説明責説明責

任任任任のののの進展進展進展進展

業務業務業務業務コストコストコストコストのののの削減削減削減削減

教職員教職員教職員教職員のののの意識改革意識改革意識改革意識改革

組織運営体制組織運営体制組織運営体制組織運営体制のののの確立確立確立確立

学科等学科等学科等学科等のののの再編再編再編再編

社会人社会人社会人社会人・・・・生涯教育生涯教育生涯教育生涯教育へのへのへのへの対応対応対応対応

教育手法教育手法教育手法教育手法のののの改革改革改革改革

ガバナンスガバナンスガバナンスガバナンスのののの確立確立確立確立
とととと意思決定意思決定意思決定意思決定のののの
明確化明確化明確化明確化

少子化・国際化・情報化
など経済社会が急激に変
化し、高等教育の機能・
役割が改めて問われてい
るなかで、高等教育機関
は変革へ向けて新たな仕
組みや体制を早急に確立
することが求められてい
ます。

教育機関と呼ばれる学校
や大学は世の中に絶対必
要なものとしてサプライ
サイド（供給側）中心に
経営やサービスを考えが
ちです。大学数が過剰と
なった現在は大学や学校
が選ばれる時代であり、
学生本位の考え方に立っ
た経営戦略の立案が必要
となります。
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日本総研「「「「大学情報大学情報大学情報大学情報システムシステムシステムシステム整備整備整備整備コンサルティングコンサルティングコンサルティングコンサルティング」」」」のご紹介

日常業務の効率化や経営の高度化に伴い、情報システムも改善していく必要があります。また、部門毎・機能毎
にばらばらに開発された情報システムを統合し、データの多面的活用を考えていく必要もあります。
日本総研では、単に情報システムの構成や機能を分析するに留まらない、全学的な視点に立った情報システム整
備のご支援を行っております。

�日常業務の効率化や経営の高度化に、情報システムが貢献できていない

�教育や研究に役立つ情報システムが構築できていない

�年々支払われる情報システム費用が妥当かどうか分からない。

�情報システム開発の進め方（例）

ｺﾝｻﾙﾃｨﾝｸｺﾝｻﾙﾃｨﾝｸｺﾝｻﾙﾃｨﾝｸｺﾝｻﾙﾃｨﾝｸﾞ゙゙゙のののの進進進進めめめめ方方方方

大学情報大学情報大学情報大学情報システムシステムシステムシステムのののの現状現状現状現状 ｺﾝｻﾙﾃｨﾝｸｺﾝｻﾙﾃｨﾝｸｺﾝｻﾙﾃｨﾝｸｺﾝｻﾙﾃｨﾝｸﾞ゙゙゙のののの方向性方向性方向性方向性

環境分析

現状分析

ニーズ分析

業務改善計画策定

情報システム計画
策定

業務改善実行

情報システム開発
情報システム導入

定着化

プロジェクト管理

現状分析 計画策定 システム開発 システム定着化

全学的全学的全学的全学的なななな情報化計画情報化計画情報化計画情報化計画のののの策定策定策定策定をををを支援支援支援支援いたしますいたしますいたしますいたします

�部分最適ではなく全学最適な情報システムの構築を目指します

�部門を横断したシステム構築やシステムを連携させることにより、無駄の
ないシステムデザインを実現します

�基本構想を踏まえ、緊急性や導入効果の観点から段階的な情報システム
開発を検討します

部分最適部分最適部分最適部分最適でででで老朽化老朽化老朽化老朽化したしたしたした情報情報情報情報システムシステムシステムシステムがががが業務効率業務効率業務効率業務効率をををを悪化悪化悪化悪化させてさせてさせてさせて
いますいますいますいます

導入事例

�全学情報化計画策定（私
立大学）

�キャンパス再開発に伴う情
報システム基本構想策定（私
立大学）

�全学情報システム基本構
想策定（私立大学）

�大学開設に伴う情報化構
想・計画策定並びにプロジェ
クト管理（公立大学）
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日本総研では、大学事務所管部署の細分化による弊害を克服すべく、機能別（予算、購買、会計、人事、教務、
施設業務等）に組織の統合を実施し組織のスリム化・平坦化のご支援を致します。

現状分析 施策立案 システム導入

�ある部署だけが多忙で、他の部署は手余り状態
�部門間の調整業務や重複業務が散見される
�承認ルートが複雑である
�手書きの申請書が多く、二度手間作業が多い

大学事務大学事務大学事務大学事務のののの現状認識現状認識現状認識現状認識

日本総研では調査研究・コンサルティング経験より、一
般的な大学業務・事務に対して、以下のような問題認識
をしております。

問題解決問題解決問題解決問題解決のののの方向性方向性方向性方向性

日本総研では業務系コンサルティング及びシステム系コンサル
ティングの両方に知見を有しており、全体最適化の視点に立った
コンサルティングを実施しております。

1. 機能別に組織の統合を実施し組織のスリム化・平坦化を図る
2. 権限と責任の移譲により、業務の簡素化を図る
3. 承認業務の簡素化を図る（ｼｽﾃﾑ化の計画を合わせて立案）

日本総研では、ｺﾝｻﾙﾀﾝﾄによる一方的な提言をするのではなく、担当者様と役割分担を行いながら、大学内での問
題意識や状況認識の共有に留意して、調査分析・提言を致しております。

�現状業務の把握
関係者ヒアリング
提供調査の分析
�競合分析
他大学の情報システムの現状
他大学の業務効率化事例
�主要課題の把握
担当者様との協議により問題意識共
有化

�主要課題の整理
組織改革などの業務運用により解決を図
る施策と、システム化により解決を図る
施策を明確にする

主要課題

業務運用改善

システム化

�開発計画書の作成
施策立案フェーズで整理した内
容に沿って、開発計画書作成の
支援を行う

※大学担当者様とのディスカッ
ションを中心に計画書を作成して
いく。

！

コンサルティングコンサルティングコンサルティングコンサルティングのののの流流流流れれれれ

<具体例><一般的な大学が抱えている課題>

�全学業務診断（私立大学）

�業務改善支援（国立大学）

�事務組織改編に係る基本構想案
の策定（国立大学）

�事務の合理化支援（国立大学）

�マネジメント・組織の分析（国立大
学）

日本総研「「「「業務改革業務改革業務改革業務改革・・・・事務改革支援事務改革支援事務改革支援事務改革支援コンサルティングコンサルティングコンサルティングコンサルティング」」」」のご紹介

導入事例
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日本総研では大学事務に関し、効率化の見地から事務の集中化・集約化を推進するため、当該事務の業務分析、
集約化計画、事務環境設計（組織体制・ＩＴ等）、試行導入、評価と改善まで一貫してご支援致します。

日本総研「事務集中化・集約化による業務改革支援コンサルティング」のご紹介

�同一の業務を複数の部署で作業し、そのために各部署に均
一にそのための人員が配置されている

�同一の業務について各部署で異なった処理が行われ、それ
らの調整や修正に手間がかかる

大学事務大学事務大学事務大学事務のののの現状認識現状認識現状認識現状認識

日本総研では調査研究・コンサルティング経験より、
一般的な大学業務・事務に対して、以下のような問題
認識をしております。

問題解決問題解決問題解決問題解決のののの方向性方向性方向性方向性

日本総研では、分散している処理業務を集約化し、効率化及び
業務品質の向上を図ります。加えて抜本的な業務改革、ITシス

テムの導入などを通して、集約効果を最大化します。

1. 集約化をしていく過程で各部署の業務を標準化する
2. 集中処理をする部署では派遣職員等を最大限活用する
3. 集約化で得られた人的余裕を新規業務、企画業務等に充当
する

コンサルティングコンサルティングコンサルティングコンサルティングのののの基本的考基本的考基本的考基本的考ええええ方方方方

<具体例>
<一般的な大学が抱えている課題>

現状分析・実行計画策定

試行・定着・展開・
評価・見直し

集中組織設計整備
・

事務環境整備（ＩＴ整備）

生産性と品質向上
・業務標準化
・スケールメリット
・IT整備と活用

・業務単価低減

・大量処理業務
（「記録」・「簡易な判
断」の程度が大きい
業務）

・専門業務
（「判断」・「行動」の
程度が大きい業務）

最適な判断
・経験、ノウハウ、
暗黙知の明示化
・属人性

体制

ＩＴ
運用・
手続き

・実効性を高めるため、３つのバ

ランスを考慮した施策検討がポ

イント

・単なる事務の寄せ集め、業務
不整合
・周知不足のため混乱
・ＩＴと業務の二重作業
・要員モチベーション低下
・馴れ合いによる例外処理の恒
常化
・規模の漸減による業務縮小
・経年による陳腐化

集約化に適する業務と集約化メリット 施策方針 安易な集約化での失敗 コンサルティングの進め方

・外部委託の検討
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日本総研では、大学事務に関し、いわゆる効率化の視点による合理化だけでなく、大学の理念や方針から導か
れる各事務に関するミッションや求められる機能、必要性を検討する視点から、大学事務の改革を検討するこ
とを提案致します

日本総研「事務のミッションに基づく業務改革支援コンサルティング」のご紹介

�業務がマンネリ化しており、環境変化への対応不十分
�職員が担当業務に特化して、配置転換等がしにくい
�企画的機能に関するスキルや人材が不十分

大学事務大学事務大学事務大学事務のののの現状認識現状認識現状認識現状認識

日本総研では調査研究・コンサルティング経験より、一
般的な大学業務・事務に対して、以下のような問題認識
をしております。

問題解決問題解決問題解決問題解決のののの方向性方向性方向性方向性

日本総研では、大学の事務機能を大学全体の理念や方針に遡っ
て各事務のミッションを明らかにすることにより、大学事務の
改革を実現します。

1. ミッションに照らして組織再編を実施し組織のスリム化・平坦化
を図る

2. 権限と責任の明確化により、意思決定の迅速化を図る
3. 業務のミッションに応じて人材を再配置する

コンサルティングコンサルティングコンサルティングコンサルティングのののの基本的考基本的考基本的考基本的考ええええ方方方方

<具体例><一般的な大学が抱えている課題>

業務改革の対象

職
務
権
限
規
定

業
務
構
造
の
整
理

運営方針

建学の理念

ビジョン経営計画 組
織
目
的
の
設
定

業
務
の
ミ
ッ
シ
ョ
ン

（
権
限
・
責
任
）

組織の目的、業務のミッションから見た事務の改善課題を
把握し、業務改革活動を進めます。

人材再配置組織再編

部
局
別
組
織
目
標

チ
ー
ム
・
課
別

ミ
ッ
シ
ョ
ン

担
当
者
・
係
別

ミ
ッ
シ
ョ
ン
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問い合わせ先

株式会社日本総合研究所
総合研究部門
ＩＴ戦略グループ
E-mail: rcdweb@ml.jri.co.jp
本資料の著作権は株式会社日本総合研究所に帰属します。


